
平成20年度自治体経営について
平成20年2月　青森市

H
18
年
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月
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定
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種
プ
ラ
ン

～　「恵み豊かな森と海　男・女が輝く　中核都市」を目指して　～
ひ          と

財政プラン 行財政改革プラン 定員管理計画

単位：億円

H18 H19 H20 H21 H22
歳　入 1,062 1,109 1,074 1,077 1,066
歳　出 1,059 1,117 1,076 1,071 1,070
差　引 3 △ 8 △ 2 6 △ 4

基金残 14 6 4 10 6

収支累計：恒常的な黒字化
基金残高：H22末で６億円

単位：億円

H18 H19 H20 H21 H22 計

効果額 50 59 64 67 65 305

 １．小さな市役所を目指した経営体制の確立
 ２．持続可能な行財政運営基盤の確立
 ３．市民視点に立った事務事業・市税負担の見直し

７２項目
※

の実施プログラム
財政的効果額 約305億円

単位：人

H18 H19 H20 H21 H22
市長部局 1,582 1,544 1,465 1,367 1,285
公営企業 940 935 926 919 916

行政委員会等 389 386 371 371 341

広域事務組合 454 454 454 454 454
計 3,365 3,319 3,216 3,111 2,996

前年比 △ 47 △ 46 △ 103 △ 105 △ 115

（累計） △ 47 △ 93 △ 196 △ 301 △ 416

原則退職者不補充
５年間で４１６人削減

　＜参考＞

単位：億円

H18実績 H19見込
効果額 52 61

平成19年度までの各プランの進捗状況

○行財政改革プラン

平成19年度当初予算

単位：人

H18 H19
市長部局 1,577 1,544
公営企業 930 935

行政委員会等 381 379
広域事務組合 450 450

計 3,338 3,308
前年比 △ 74 △ 30

（累計） △ 74 △ 104
※各年4月1日現在

○定員管理計画

H19 H18 比較 伸率
1,109億円 1,041億円 68億円 6.5%

※Ｈ18は公債費平準化に伴う借換え措置分を除く
※Ｈ18は除排雪経費 未計上

★子ども関連施策

183.0億円 ⇒ 196.0億円 7.0％増

★産業・雇用関連施策

10.8億円 ⇒ 25.1億円 132.6％増
★その他の重点化施策

177.2億円 ⇒ 178.6億円 0.8％増

★新幹線関連施策
23.9億円 ⇒ 69.0億円 187.9％増

＜重点化施策＞

［H19.7.30　第4回自治体経営本部会議決定］

  一般財源694億円、人員3,213人を一体的な経営資源と捉えて施策毎に配分・配置
  可能な限り基金の取崩しを抑制

　市債発行額（投資的経費充当）を100億円以内に抑制

　全114施策に資源投入量の方向性を設定
　うち18施策及び新幹線関連施策に重点配分（政策的経費裁量的事業の一般財源）

区分 基準

 政策的経費(義務的事業) H19当初予算内

 投資的経費 別途調整
 その他 所要額

 管理費等

H19当初予算
97％以内

(除排雪経費は
95％以内)

区分 施策区分
資源投入量
を重点配分
する施策

資源投入量
を前年度並
みに配分
する施策

資源投入量
を減配分
する施策

重点化施策
（18施策、新幹

線関連施策）
所要額

H19に拡充
した取組み
を継続する
のに必要と

する額

上記以外
の施策

H19当初
予算内

政策的経費
(裁量的事業)

該当なし

　

引
き
続
き
前
期
基
本
計
画
に
掲
げ
た

施
策
の
着
実
な
推
進

着実な推進
により

Ｈ
20
年
度
当
初
予
算
も

※H19年2月に1項目追加

単位：億円

H18決算 H19見込
歳　入 1,083 1,116
歳　出 1,071 1,116
差　引 12 0
基金残 52 52

※公債費平準化に伴う借換え措置分を除く

○財政プラン
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～計画よりも56百万円上回る～

平成２０年度行財政改革の取組み

行財政改革プラン

～計画を3人上回る削減～

定員管理計画

単位：百万円

項目 H20計画 H20見込み

合計 6,362 6,418

３ 市民視点に立った
    事務事業・市税
    負担の見直し

1,438 1,422

１ 小さな市役所を
　 目指した経営体制
    の見直し

1,673 1,753

２ 持続可能な
    行財政運営基盤
    の確立

3,251 3,243

主な実施プログラム
○文書管理の電子化
○中央市民センター施設管理
　業務の委託化
○指定管理者制度の導入
　（52施設）
　・各市民センター
　・市営住宅
　・浪岡体育館
　・浪岡公民館
　・中世の館　など

主な組織・機構の見直し
○公金収納体制の見直し・強化
(会計課へ一元化)

○浪岡区域を含めた市全体の課税
   事務の一元化
(市民税課及び資産税課で実施)

○住宅まちづくり課の設置
(まちづくり推進課と公営住宅課を統合)

○新幹線開業に向けた中心市街地
   対策に係る組織再編
(中心市街地対策課を企画財政部へ移管)

○企業部の設置
(上下水道部と交通部を統合)

平成２０年度一般会計当初予算案

①投資的経費に係る市債発行額の抑制
　プラン：100億円以内
　予算案：72億円

②実質収支の恒常的な黒字化（H20基金取崩額）
　プラン：2億円以内
　予算案：9億円（H19基金積戻し分7億円の追加）

財政プラン

平成２０年度の重点的な取組み

自 治 体 経 営 本 部 会 議 に お い て 決 定

1,070 億円 1,109 億円 △ 39 億円 △ 3.6 ％

H20 H19 比較 伸率

単位：人

H20計画 H20配置 比較

市長部局 1,465 1,484 19

公営企業 926 926 0

行政委員会等 371 355 △ 16

広域事務組合 454 448 △ 6

計 3,216 3,213 △ 3

前年比 △ 103 △ 95 8

※による増員 60 60
※を含む合計 3,216 3,273 57

前年比 △ 103 △ 35 68
※「青森市民病院経営改善計画（平成19年10月策定）」

（「青森市民病院経営改善計画」による増員を除く）

※H20は公債費負担の平準化のための借換分10億円は含まない

★妊婦健康診査の無料健診回数を拡充
　〔妊婦健康診査事業　７０，１４９千円〕

　・無料健診の回数を2回から5回へ

★乳幼児医療費助成の大幅な拡充
　〔乳幼児医療費助成事業　４７７，９８８千円〕
　・所得基準を大幅に緩和し対象者を拡充（０歳児から小学校就学前児童）
　・４歳児から就学前児童の通院（外来）が無料
　・４歳児から就学前児童の入院時自己負担（一日500円）を撤廃

★放課後児童会・放課後子ども教室・児童館の
　 土曜日・長期休業日の開館時間を拡充
　　放課後児童対策事業　４１，２２０千円
　　青森市放課後子ども教室推進事業　３３，０５１千円
　　児童館管理運営事業　１７８，４４１千円

　・開館時間
　　８：３０～１８：００
　　　　　　↓
　　８：００～１８：００
　（開館時間の30分繰上げ）

子育て・子育ち支援

　

　

・平成２０年度は、市民の皆様の関心が高い
　「ごみ処理」をテーマに、課題解決に向けた
　協働のモデルケースを作り上げる
・ワークショップでの活動経過を
　広報あおもりやホームページ
　を通じて周知

市民協働のための環境づくり

「青森市　市民協働方針」（平成19年7月策定）に基
づく協働を進める環境づくり・体制整備を推進

市民と行政がまちづくりを話し合う仕組みとして

　「まちづくりワークショップ」を開催

〔市民協働推進事業　２，１０６千円〕

重点化施策

【環境関連施策（２施策）】
第２章 四季折々に水と緑と共生する 安全で住みよいまち
　　ごみの減量化・資源化の推進、一般廃棄物の適正な処理

【産業・雇用関連施策（６施策）】
第３章 恵み育む大地に 活力ある産業が躍動するまち
　「青森りんご」のブランド化の推進、
　経営体質の強化の促進、ものづくり産業の振興、
　情報通信関連産業の振興、企業立地の促進、
　雇用の促進

【新幹線関連施策（施策横断）】

【子ども関連施策（５施策）】
第４章 心ふれあい 笑顔と元気がみなぎるまち
　子どもの居場所づくりの推進、
　ゆとりある子育て支援の充実、
　母子保健対策の充実、
　安心して産み育てられる環境の充実

第５章 未来をひらく 豊かな人を育むまち
　教育環境の充実

【健康づくり関連施策（２施策）】
第４章 心ふれあい 笑顔と元気がみなぎるまち
　自主的な健康づくり活動への支援、
　生活習慣病予防対策の充実

【その他重点化施策（３施策）】
第４章 心ふれあい 笑顔と元気がみなぎるまち
　救急体制の充実、生活困窮者の自立への支援、
　地域福祉活動の充実
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① 構成比 ② 構成比 ①-② 増減率 A 構成比 構成比 A - B 増減率 国・県支出金 市債 その他

千円 % 千円 % 千円 % 千円 % % 千円 % 千円 千円 千円 千円

1 市 税 36,582,050 34.2 36,711,645 33.1 △ 129,595 △ 0.4 1 議 会 費 716,771 0.7 0.6 23,328 3.4 0 0 304 716,467

2 地 方 譲 与 税 1,076,179 1.0 1,071,563 1.0 4,616 0.4 区分 平成20年度 平成19年度 増減 2 総 務 費 10,098,223 9.4 9.9 △ 840,305 △ 7.7 687,614 1,175,900 322,840 7,911,869

3 利 子 割 交 付 金 163,759 0.2 121,612 0.1 42,147 34.7 1～12款 66,188,604 66,416,820 △ 228,216 3 民 生 費 39,366,897 36.8 35.2 365,676 0.9 18,090,424 258,500 1,769,727 19,248,246

4 配 当 割 交 付 金 105,393 0.1 76,697 0.1 28,696 37.4 減税補てん債 0 0 0 4 衛 生 費 6,673,698 6.2 6.5 △ 524,718 △ 7.3 71,744 69,800 868,338 5,663,816

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 46,797 0.0 205,223 0.2 △ 158,426 △ 77.2 臨時財政対策債 2,160,296 2,299,800 △ 139,504 5 労 働 費 124,535 0.1 0.1 △ 31,365 △ 20.1 0 0 84,562 39,973

6 地 方 消 費 税 交 付 金 3,123,446 2.9 3,304,364 3.0 △ 180,918 △ 5.5 基金繰入金 892,000 853,000 39,000 6 農林水産業費 3,594,858 3.4 2.6 715,071 24.8 1,116,134 1,205,800 57,423 1,215,501

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 33,693 0.0 28,765 0.0 4,928 17.1 競輪事業繰入金 100,000 18,310 81,690 7 商 工 費 2,295,865 2.1 2.2 △ 190,853 △ 7.7 78,780 3,700 1,094,515 1,118,870

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 312,071 0.3 410,742 0.4 △ 98,671 △ 24.0 財産収入 100,193 35,165 65,028 8 土 木 費 14,631,908 13.7 15.3 △ 2,305,494 △ 13.6 2,737,712 4,912,000 689,527 6,292,669

9 国有提供施設等所在市助成交付金 5,868 0.0 5,868 0.0 0 0.0 寄附金 1 1 0 9 消 防 費 3,791,895 3.5 3.5 △ 30,686 △ 0.8 8,740 14,200 44,944 3,724,011

10 地 方 特 例 交 付 金 391,617 0.4 243,327 0.2 148,290 60.9 繰越金 1 1 0 10 教 育 費 10,025,392 9.4 10.3 △ 1,345,900 △ 11.8 702,349 568,800 378,133 8,376,110

11 地 方 交 付 税 24,285,238 22.7 24,172,014 21.8 113,224 0.5 その他 35,045 130,627 △ 95,582 11 災 害 復 旧 費 5,001 0.0 0.0 5,000 激増 2,500 0 0 2,501

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 62,493 0.1 65,000 0.1 △ 2,507 △ 3.9 合計 69,476,140 69,753,724 △ 277,584 12 公 債 費 15,192,062 14.2 13.5 199,860 1.3 275 0 491,675 14,700,112

13 分 担 金 及 び 負 担 金 1,492,663 1.4 1,561,711 1.4 △ 69,048 △ 4.4 (16,248,962) (1,256,760) (8.4) (1,056,900)

14 使 用 料 及 び 手 数 料 2,086,722 2.0 2,058,135 1.9 28,587 1.4 13 諸 支 出 金 365,995 0.3 0.3 9,486 2.7 0 0 0 365,995

15 国 庫 支 出 金 18,323,913 17.1 18,398,298 16.6 △ 74,385 △ 0.4 14 予 備 費 100,000 0.1 0.1 0 0.0 0 0 0 100,000

16 県 支 出 金 5,172,359 4.8 4,556,021 4.1 616,338 13.5 106,983,100 100.0 100.0 △ 3,950,900 △ 3.6 23,496,272 8,208,700 5,801,988 69,476,140

17 財 産 収 入 239,120 0.2 1,021,856 0.9 △ 782,736 △ 76.6 (108,040,000) (△ 2,894,000) (△ 2.6) (9,265,600)

18 寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

19 繰 入 金 1,027,014 1.0 927,075 0.8 99,939 10.8

20 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

21 諸 収 入 2,083,707 1.9 2,139,982 1.9 △ 56,275 △ 2.6

22 市 債 10,368,996 9.7 13,854,100 12.5 △ 3,485,104 △ 25.2

(11,425,896) (△ 2,428,204) (△ 17.5)

106,983,100 100.0 110,934,000 100.0 △ 3,950,900 △ 3.6

(108,040,000) (△ 2,894,000) (△ 2.6)

※（　）は、公債費負担の平準化のための借換

分1,056,900千円を含んでいる

歳出合計
110,934,000

歳入合計

39,001,221

7,198,416

B

千円

3,822,581

11,371,292

1

14,992,202

356,509

100,000

平成19年度
平成19年度

比　較

155,900

2,879,787

2,486,718

16,937,402

693,443

10,938,528

平成20年度の財源内訳

平成２０年度　一般会計　歳入歳出事項別明細書

款
平成20年度

比　較款 特　定　財　源
一般財源

平成20年度

 歳　　入  歳　　出

一般財源内訳

市債発行額１００億円以内の目標達成
8,208,700千円－1,000,000千円（退職手当債）
＝7,208,700千円

（単位：千円、％）

区　　分

115,189,000 114,044,000 108,946,744 100,223,930 110,487,000 104,120,269 110,934,000 106,983,100

う ち 青 森 市 分 106,422,000 105,401,000 101,160,000 92,356,600

う ち 浪 岡 町 分 8,767,000 8,643,000 7,786,744 7,867,330

対前年度伸率（合計） 1.6 △ 1.0 △ 4.5 △ 8.0 10.2 △ 5.8 6.5 △ 3.6

3月補正後現計

116,815,641 113,969,437 110,757,902 108,598,769 111,271,262 107,130,443 112,398,039

う ち 青 森 市 分 107,757,941 105,537,393 102,637,014 100,351,279

う ち 浪 岡 町 分 9,057,700 8,432,044 8,120,888 8,247,490

※H16は、減税補てん債借換分(青森4,683,400千円、浪岡187,600千円)は含まない 対前年度現計伸率 △ 4.8

※H18は、公債費負担の平準化のための借換分15,474,731千円は含まない

※H19は、公債費負担の平準化のための借換分472,542千円は含まない

※H20は、公債費負担の平準化のための借換分1,056,900千円は含まない

【参考】 （単位：百万円、％）

区　　分

82,652,400 81,229,993 81,789,078 82,110,925 82,182,918 79,686,024 82,908,808

△ 2.7 △ 1.7 0.7 0.4 0.1 △ 3.0 4.0

1.2 △ 2.3 0.1 0.1 △ 0.7 △ 1.9 1.3

89,307,100 87,566,600 86,210,700 84,666,900 83,768,700 83,150,800 83,126,100 83,400,000

0.4 △ 1.9 △ 1.5 △ 1.8 △ 1.1 △ 0.7 △ 0.0 0.3

903,273 870,175 816,500 768,500 741,547 722,100 717,000

△ 1.6 △ 3.7 △ 6.2 △ 5.9 △ 3.5 △ 2.6 △ 0.7

当初予算額の推移

19

当 初 予 算 額

年　　度
1613 14 15

19

18

18

17

17

対前年度伸率

年　　度

決 算 額 ( 歳 出 ）

（一般歳出）

地 財 計 画

対前年度伸率

青 森 県

国

対前年度伸率

1613 14 15

20

20

　
性質別明細書

（単位：百万円、％）

20年度
計画①

20年度
予算②

比較
②-①

36,408 36,582 174

5,666 5,321 △ 345

25,137 24,285 △ 852

21,664 23,496 1,832

12,887 10,369 △ 2,518

5,692 6,038 346

107,454 106,091 △ 1,363

57,666 58,198 532

人 件 費 14,918 15,585 667

扶 助 費 27,391 27,421 30

公 債 費 15,357 15,192 △ 165

15,309 13,242 △ 2,067

補 助 事 業 8,591 8,822 231

単 独 事 業 5,542 2,823 △ 2,719

そ の 他 1,176 1,597 421

34,671 35,543 872

107,646 106,983 △ 663

△ 192 △ 892 △ 700

192 892 700

419 4,305 3,886

169,102 167,321 △ 1,781

○基金残高：財政調整積立金、市債管理基金、公共施設整備基金

そ の 他 の 歳 出

歳 出 合 計

市 税

歳 入 合 計

市 債 残 高

譲 与 税 ・ 交 付 金

地 方 交 付 税

国 ・ 県 支 出 金

そ の 他 の 歳 入

市 債

（ 歳 入 － 歳 出 ）

基 金 取 崩 充 当 額

基 金 残 高

歳
　
　
　
　
出

義 務 的 経 費

普 通 建 設 事 業

歳
　
　
　
　
入

中期財政計画と当初予算との比較

(単位：千円・％）
比較(C) 増減率

(A) 構成比 (B) 構成比 (A-B) (C/A*100)

93,738,865 87.6 95,436,665 86.0 △ 1,697,800 △ 1.8

15,584,347 14.6 16,365,318 14.8 △ 780,971 △ 4.8

27,421,304 25.6 27,142,438 24.5 278,866 1.0

15,192,062 14.2 14,992,202 13.5 199,860 1.3

58,197,713 54.4 58,499,958 52.7 △ 302,245 △ 0.5

11,375,438 10.6 11,583,266 10.4 △ 207,828 △ 1.8

2,223,235 2.1 2,226,099 2.0 △ 2,864 △ 0.1

12,302,406 11.5 11,042,948 10.0 1,259,458 11.4

8,499,866 7.9 9,972,483 9.0 △ 1,472,617 △ 14.8

129,821 0.1 1,211,995 1.1 △ 1,082,174 △ 89.3

39,770 0.0 4,060 0.0 35,710 激増

870,616 0.8 795,856 0.7 74,760 9.4

100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

13,244,235 12.4 15,497,335 14.0 △ 2,253,100 △ 14.5

13,239,234 12.4 15,497,334 14.0 △ 2,258,100 △ 14.6

9,114,216 8.5 7,979,151 7.2 1,135,065 14.2

単 独 事 業 費 2,527,581 2.4 6,141,554 5.5 △ 3,613,973 △ 58.8

220,603 0.2 257,439 0.2 △ 36,836 △ 14.3

1,376,834 1.3 1,119,190 1.0 257,644 23.0

0 0 0 　－

5,001 0.0 1 0.0 5,000 激増

0 0.0 0 0 　－

106,983,100 100.0 110,934,000 100.0 △ 3,950,900 △ 3.6

平成19年度平成20年度

義 務 的 経 費 計

物 件 費

公 債 費

消 費 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

繰 出 金

積 立 金

維 持 補 修 費

補 助 費 等

そ の 他

投 資 的 経 費

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

失 業 対 策 費

合              計

そ の 他

災 害 復 旧 費

国直轄事業負担金

県 営 事 業 負 担 金

普 通 建 設 事 業 費

補 助 事 業 費

区 分
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(単位：千円）

平成20年度 平成19年度 予算額（C)

(A) (B) (C=A-B)

競 輪 事 業 特 別 会 計 14,876,627 ★ 100,000 14,747,807 ★ 18,310 128,820 ★ 81,690

国民健康保険事業特別会計 31,155,513 1,872,861 31,272,568 2,007,726 △ 117,055 △ 134,865

土地区画整理事業特別会計 4,102,804 63,926 3,112,308 225,617 990,496 △ 161,691

索 道 事 業 特 別 会 計 38,091 38,091 38,970 38,970 △ 879 △ 879

下 水 道 事 業 特 別 会 計 14,256,787 1,442,704 11,783,640 1,619,407 2,473,147 △ 176,703

公共用地取得事業特別会計 45,565 45,565 46,405 46,405 △ 840 △ 840

中 央 卸 売 市 場 特 別 会 計 803,429 157,450 754,434 155,172 48,995 2,278

老 人 保 健 事 業 特 別 会 計 2,243,753 173,319 23,974,456 1,915,462 △ 21,730,703 △ 1,742,143

霊 園 特 別 会 計 252,729 191,663 243,697 185,548 9,032 6,115

農業集落排水事業特別会計 318,444 210,418 299,116 201,304 19,328 9,114

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 17,870,511 2,572,769 17,192,841 2,500,034 677,670 72,735

母子寡婦福祉資金特別会計 116,030 14,717 117,552 17,344 △ 1,522 △ 2,627

学 校 給 食 特 別 会 計 2,357,248 1,058,389 2,374,851 1,059,494 △ 17,603 △ 1,105

後期高齢者医療特別会計 2,511,126 657,994 0 0 2,511,126 657,994

特 定 基 金 特 別 会 計 48,115 0 22,668 0 25,447 0

特 別 会 計 合 計 90,996,772 8,499,866 105,981,313 9,972,483 △ 14,984,541 △ 1,472,617
（ ★ 繰 出 金 合 計 ） ★ (100,000) ★ (18,310) ★ (81,690)

※企業会計

病 院 事 業 会 計 15,097,049 653,616 12,996,853 804,232 2,100,196 △ 150,616

10,995,942 0 10,062,502 0 933,440 0

自 動 車 運 送 事 業 会 計 3,126,313 365,995 3,564,194 356,509 △ 437,881 9,486

(C'=A'-B')

比較

特別･企業会計 一覧

区  分

会  計  名

繰入金

(B')
(★繰出金)

繰入金（C'）
(★繰出金)

水 道 事 業 会 計

繰入金
(★繰出金)

(A')
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12%

6%

4%

8%

33%

11%

7%

4%

7%

32%

1%

36%
1%

38%
※事業費は、直接経費と換算人件費
　を合算したフルコスト。

その他

戦略的
経営編

13,546
11,886

7,050

4,194 4,716

8,837
7,697

435

36,617

34,599

7,043

40,534
40,262

501

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H19 H20 H19 H20 H19 H20 H19 H20 H19 H20 H19 H20 H19 H20

第1章 第2章 第3章 第4章 第5章 戦略的
経営編

その他

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

△ 12.3% 0.1% 12.5% 0.7% △ 12.9% 15.3% △ 5.5%

（単位：百万円）

第2章

第3章

第4章

第5章

内側が平成19年度、
外側が平成20年度

総合計画の体系

第１章　魅力ある都市空間に　人々が行き交うまち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市・交通基盤分野】

第２章　四季折々に水と緑と共生する　安全で住みよいまち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【自然・生活環境分野】

第３章　恵み育む大地に　活力ある産業が躍動するまち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【産業・雇用分野】

第４章　心ふれあい　笑顔と元気がみなぎるまち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地域・社会福祉分野】

第５章　未来をひらく　豊かな人を育むまち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【教育・文化分野】

～まちづくりビジョン（シティ・マネジメント編）～

～自治体経営ビジョン（戦略的経営編）～

第１章　大きな市民参加による市民主役のまちづくり

第２章　便利で効率的な小さな市役所づくり

第1章

基本政策別の事業費※構成比

総合計画の体系と経営資源の配分概要

経営資源の配分概要

基本政策別の事業費※

※事業費は、直接経費と換算人件費
　を合算したフルコスト。

５



重点化施策等の主な事業

■住宅環境の充実
　○民間建築物耐震診断・普及啓発事業【拡充】　２，２４０
　　・地震災害時における市民の安心・安全の確保に向け、青森市耐震改修促進計画を策定
　　　（拡充）市民が住宅等の耐震診断を実施する際の費用の一部を補助
　　　　　　　平成２０年度　補助件数　２０件予定

■にぎわいのある中心市街地の形成
　○中心市街地再生支援事業【拡充】　１１，５００
　　・中心市街地地区において再開発事業等の実施に関する相談等への対応
　　　（拡充）新たな事業化を目的とする団体の活動経費の一部を補助
　　　　　　　民間主導でのまちづくりの先導役を担う「まちづくり会社」への出資

■総合交通体系の確立
　○総合都市交通戦略策定調査事業【継続】　１２，３０１
　　・東北新幹線新青森駅開業に向けた魅力ある都市の将来像を実現するため、総合的な交通のあり方
　　　について引き続き検討

■道路網の整備
　○平和公園通り線道路整備事業【新規】　１０，０００
　　・バリアフリー空間・無雪空間のネットワーク化を図り、都市災害の防止、都市景観の向上に
　　　資するため、電線類の地中化及び歩道融雪を整備
　　　　Ｌ＝２００×２＝４００ｍ　Ｗ＝６．０ｍ　平成２０年度　予備設計

　○３・２・２号内環状線（石江２）街路整備事業【継続】　６７０，０００
　　・東北新幹線新青森駅開業を睨み、県街路事業とも連携して重点的に整備
　　　　Ｌ＝３６０ｍ　Ｗ＝３０ｍ

■施策名（重点化施策は斜体）
　○主な事務事業名【区分】H20事業費〔人件費除く〕（単位：千円）
　　・事業内容

凡例

■ごみの減量化・資源化の推進（重点化施策）
　○分別収集推進事業【拡充】　３１７，５６２
　　・ごみの減量化とリサイクルを促進し、資源循環型社会の構築を図るため、資源ごみを分別収集
　　　（拡充）青森市全域の分別収集品目の拡充に向けたモデル的な分別収集を試行しながら、ごみの
　　　　　　　減量化・資源化及びごみ処理のあり方について、市民協働の取り組みのもとに検証

■一般廃棄物の適正な処理（重点化施策）
　○清掃施設建設事業【継続】　８６，０８２
　　・新ごみ処理施設の平成２６年度の供用開始に向け、環境影響評価調査、事業者選定及び施設建設
　　　のための設計を実施

ネクストAomori推進プラン

～まちづくりビジョン（シティ・マネジメント編）～

■「青森りんご」のブランド化の推進（重点化施策）
　○りんご販売促進事業【継続】　５００
　　・市内産りんごの販路拡大に向け、「おぼこい林檎販売促進協議会」が中心となってブランド化を
　　　図った「おぼこい林檎」をはじめとする、総合的な販売促進活動を展開

■経営体質の強化の促進（重点化施策）
　○経営革新支援事業【拡充】　２，１７４
　　・中小企業等の経営革新を促進するため、セミナーの開催や人材育成及び販路拡大を目的とする事業
　　　の経費の一部を助成。
　　　（拡充）人材育成及び販路拡大助成金について、事業拡大により雇用を伴う場合も対象

■ものづくり産業の振興（重点化施策）
　○ものづくり活性化支援事業【継続】　５０，１４７
　　・ものづくり産業の活性化を図るため、ものづくりに取り組む事業者に対し、事業の熟度に応じた
　　　コンサルティング等の支援及び販路拡大に向けた販売戦略支援を実施

■情報通信関連産業の振興（重点化施策）
　○情報通信関連企業立地支援事業（補助金）【継続】　２，０９８
　　・情報通信関連企業誘致のため、貸しオフィスの賃料助成や雇用促進助成を実施

■企業立地の促進（重点化施策）
　○企業誘致活動事業【継続】　１，３８５
　　・各工業団地や貸しビルなどへの企業の立地に向け、各種アンケート調査や情報提供を基に、企業
　　　訪問活動を展開

　○誘致企業等立地支援事業（企業誘致）【拡充】　１１，１０３
　　・企業誘致のための助成金（工場等用地取得助成金、工場等立地促進助成金、青森中核工業団地賃貸
　　   型企業立地促進補助金、青森中核工業団地企業環境整備補助金）
　　　（拡充）固定資産税を3年間免除する制度を創設

■雇用の促進（重点化施策）
　○雇用促進支援事業【継続】　４２
　　・雇用の促進を図るため、関係機関との連携・協力
　　・求人・求職のマッチングを促進するための無料職業紹介

　○若年者職場定着支援事業【新規】　９００
　　・若年者の早期離職解消のため、若年労働者が職場定着するための仕組みを企業内に構築し、
　　　そのノウハウを市内の事業主へ情報提供

 6



■豊かな心を育む教育の推進

　○学校保健安全推進事業【拡充】　５，８０６

　　・児童生徒が健康的に学校生活を送れるよう意識啓発活動等を実施

　　　（拡充）自動体外式除細動器を全小学校に設置するとともに、全中学校に小児用パッドを配備

■教育環境の充実（重点化施策）

　○学校環境衛生管理事業【拡充】　２，６２０

　　・安全で快適な教育環境を提供するため学校環境衛生検査等を実施

　　　（拡充）室内空気中化学物質検査及びダニ・アレルゲン検査を実施

■自主的な健康づくり活動への支援（重点化施策）
　○健康度測定総合指導事業【拡充】　１４，９８１
　　・保健指導や栄養指導、個人に応じた運動プログラムによる運動実践指導を実施
　　　（拡充）特定健康診査や人間ドック等の結果の活用により、医学的検査を省略

■生活習慣病予防対策の充実（重点化施策）
　○特定健康診査事業（国民健康保険事業特別会計）【新規】　３０１，９７８
　　・内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）及びその予備軍を的確に抽出するため、４０歳
　　　以上７５歳未満の国保加入者に健診を実施

　○特定保健指導事業（国民健康保険事業特別会計）【新規】　２７，０８５
　　・特定健康診査において生活習慣の改善が必要とされた受診者に対して、保健指導を計画的に実施

　○健康診査事業【新規】　７，９７７
　　・４０歳以上の生活保護受給者を対象として、「特定健康診査」「特定保健指導」に準ずる健康
　　　診査・保健指導を実施

　○若年健康診査事業（国民健康保険事業特別会計）【新規】　２２，７６５
　　・３０歳代の国保加入者を対象として、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）及び
　　　その予備軍の早期発見・予防を目的に健康診査を実施

■救急体制の充実（重点化施策）
　○急病センター運営管理事務【拡充】　９１，５９８
　　・夜間及び休日の昼間帯の診療を行う急病センターを運営
　　　（拡充）小児専門医の毎日夜間配置による３医師体制（平成１９年９月から）
　　　　　　　薬剤師の平日夜間配置（平成１９年１２月から）

■子どもの居場所づくりの推進（重点化施策）
　○放課後児童対策事業【拡充】　４１，２２０
　　・共働き家庭等の児童の放課後の居場所を確保するため、市内３９箇所に放課後児童会を開設
　　　（拡充）土曜日及び長期休業日における開館時間を８：３０から８：００へと３０分繰り上げ

　○児童館管理運営事業【拡充】　１７８，４４１
　　・児童に健全な遊び場を与えるため、市内２０箇所に児童館等を設置・運営
　　　（拡充）土曜日及び長期休業日における開館時間を８：３０から８：００へと３０分繰り上げ

　○青森市放課後子ども教室推進事業【拡充】　３３，０５１
　　・子どもたちの安全・安心な居場所の確保と地域住民との交流活動等を推進するため、市内８箇所に
　　　放課後子ども教室を開設
　　　（拡充）土曜日及び長期休業日における開館時間を８：３０から８：００へと３０分繰り上げ

■ゆとりある子育て支援の充実（重点化施策）
　○子育て健康相談事業【継続】　２８０
　　・妊産婦と乳幼児の保護者などに対し、妊娠から子育てまでの一貫した情報提供や、健康に対する
　　　学習機会を提供するため、子育て相談、栄養相談等を実施

　○マタニティセミナー事業【継続】　１４１
　　・妊婦とその家族に対し、学習する機会や仲間作りの場を提供するため、マタニティーセミナー
　　　を実施

■母子保健対策の充実（重点化施策）
　○妊婦健康診査事業【拡充】　７０，１４９
　　・母体の安全と乳児死亡率等の低減を図るため、一定回数の妊婦健診について費用を負担
　　　（拡充）公費負担を2回から5回へ拡充

■安心して産み育てられる環境の充実（重点化施策）
　○乳幼児医療費助成事業【拡充】　４７７，９８８
　　・乳幼児を持つ保護者が医療機関等で支払った一部負担金について助成
　　　（拡充）所得基準の緩和、４歳～就学前児童の通院を対象に追加、４歳～就学前児童の入院に
　　　　　　　かかる自己負担を撤廃

　○民間託児施設助成事業【新規】　５，７９７
　　・民間託児施設の設置・運営について補助
　　　　設置費補助：設置費用、備品購入費又は賃借料
　　　　運営費補助：児童の健康診断費用

■生活困窮者の自立への支援（重点化施策）
　○生活保護適正実施推進事業【継続】　１５，８０４
　　・生活保護受給者の自立・就労を支援

　○中国帰国者等支援事業【拡充】　２９，９０６
　　・中国帰国者等の生活及び就労等の相談援護
　　　（拡充）老齢基礎年金の満額支給、老齢基礎年金を補完する生活支援給付制度の創設、
　　　　　　　支援・相談員の設置等

■地域福祉活動の充実（重点化施策）
　○民生委員児童委員活動事業【拡充】　４１，３５５
　　・民生委員の委嘱や指揮監督などを実施
　　　（拡充）平成１９年１２月の改選に伴い民生委員・児童委員の定数増員
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　○新青森駅周辺整備事業【継続】　１，３２９，０００
　　・新幹線新青森駅開業に向けて新青森駅周辺地区の整備を実施

　　　新青森駅通り線（南口駅前広場）、新青森駅南北連絡通路、西口立体駐車場、観光情報センター等

　

　○青森駅周辺（ふるさとミュージアム）整備事業【継続】　１，３０７，０４０

　　・新幹線新青森駅開業に向け、中心市街地への誘客を図るため、青森駅周辺地区に市民と観光客の

　　　交流ゾーン「ふるさとミュージアムゾーン」の核施設となる文化観光交流施設の整備

　

　○青森駅周辺（総合交通ターミナル）整備事業【継続】　５３５，０００

　　・青森駅の総合交通ターミナル機能強化に向けた整備を実施

　　　青森駅前広場、交流情報センター、市道青柳通り線　等

　○浪岡駅周辺整備事業【継続】　８０８，３００

　　・新幹線開業効果を享受できるよう駅舎と合築した地域交流センター、駅周辺の整備を実施

　　　駅前広場、低温熟成施設、地域交流センター、りんご広場　等

  ○青森操車場跡地利用計画推進事業【新規】　４，０００

　　・県との連携により、市中心部の新たな賑わい創出に向け、良好な市街地形成と市勢発展に貢献する

　　　よう、青森操車場跡地地区の土地活用方策を調査・検討

　○並行在来線活用事業【継続】　２０５，８５６

　　・並行在来線の維持・存続のため、青森開業に向け、青い森鉄道株式会社へ出資、本鉄道線の利活用

　　　に向けた調査、協議等の実施

　○まちなか散策コース整備事業【継続】　４，９８８

　　・まちなかの観光資源の活用、回遊性・誘導性の向上を図り、中心市街地の活性化とまちなか観光を

　　　推進するため、市民や観光客向けの中心市街地の散策コースの環境整備

　○自然公園観光地施設整備事業【継続】　３５，２０８

　　・観光客が訪れる自然公園観光地の公衆衛生及び利便性・快適性の向上のため、公衆便所の改修、

　　　案内板を新設

　○新幹線鉄道建設促進事業（負担金）【継続】　４２１，６００

　　・新幹線建設に係る地方負担のうち、駅その他の地域の便益に密接に関連する鉄道施設に係る工事

　　　部分を負担

※東北新幹線新青森駅開業対策基本計画の体系に基づき、
　総合計画に掲げた施策を横断する取組みとしています

■行政の透明化と情報の積極的公開

　○議会広報事業【拡充】　１６，９８９

　　・「青森市議会ホームページ」や市議会だよりによる市議会の情報提供

　　　（拡充）インターネット本議会の録画中継

　○視聴覚広報事業【拡充】　１４，９３０

　　・テレビ（地上波、ケーブル）とラジオ（ＦＭ）を活用した広報

　　　（拡充）テレビ広報の拡充２局→３局、航空写真の撮影

■地域内分権の推進に対応した市民協働の推進

　○市民協働推進事業【拡充】　２，１０６

　　・『青森市市民協働方針（平成１９年７月策定）』に基づく協働を進める環境づくり・体制整備の推進

　　　（拡充）市民と行政がまちづくりを話し合う仕組みとして「まちづくりワークショップ」を開催

■経営体制の強化と効率的な組織体制づくり

　○自治体経営情報収集事業【拡充】　７７２

　　・自治体経営や行財政改革に関する情報収集

　　　（拡充）平成２０年５月に都市行政研究会の地方総会を青森市において開催

■第三セクター等のあり方の見直し

　○ 第三セクター経営診断等点検評価事務【拡充】　２１５

　　・青森市行財政改革プログラムに掲げた「第三セクターの見直し」を踏まえ、第三セクターの経営

　　　評価の実施

　　　（拡充）専門的知識を有する者等による評価委員会を設置、経営状況等の点検評価

ネクストAomori推進プラン

～自治体経営ビジョン（戦略的経営編）～
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